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民法改正（債権法）の流れ

１　平成２９年５月　「民法の一部を改正する法律」成立

２　平成２９年６月　「民法の一部を改正する法律」公布　

３　施行日は原則として、公布日から起算して３年を超えない範囲内
において政令で定める日とされる。
（２０２０年４月１日から施行）

改正の趣旨（目的）

１　これまでの約１２０年間の社会経済の変化への対応

２　現在の裁判や取引実務で通用しているルールを法律上も　　　　
明確化する（条文化する）



民法改正（相続法）の流れ

１　平成３０年７月　「民法及び家事事件手続法の一部を改正
する法律」と「法務局における遺言書の保管等に関する法律」
の成立・公布

２　施行は各規定ごと段階的に行われる。

①民法及び家事事件手続法の一部を改正する法律 
・自筆証書遺言の方式を緩和する方策 
　２０１９年１月１３日～
・預貯金の払戻し制度，遺留分制度の見直し，特別の寄与
等
　２０１９年７月１日～
・配偶者居住権（配偶者短期居住権を含む。）の新設等
 　２０２０年４月１日～

②法務局における遺言書の保管等に関する法律
　２０２０年７月１０日～



民法改正（相続法）の趣旨（目的）

・相続法については、１９８０年に改正があった以来、大きな見直しはな
かった。

・社会経済の変化（平均寿命の延びによる高齢化の進展）への対応
→具体的には
　　①　配偶者の居住権保護
　　
　　②　遺産分割前における預貯金債権の行使

　　③　自筆証書遺言の方式緩和

　　④　遺留分減殺請求権の金銭債権化
など。



民法改正（債権法及び相続法）各論

１　債権法について
　　今回は、重要な改正点とされる
　　①個人保証
　　②法定利率
　　③時効
　　④定型約款
　　の４点について、ポイントに絞って解説する。

２　相続法について
　　今回は、身近な点での改正点として、
　　①配偶者居住権
　　②遺産分割前の預貯金債権の取り扱い
　　③自筆証書遺言の方式緩和
　　④法務局における自筆証書遺言保管制度の創設
　　の４点について、ポイントに絞って解説する。



１　債権法について

①個人保証

ポイント
・個人の包括根保証契約禁止の範囲拡大
　
　根保証契約→不特定の債務を保証するもの。
　
　現時点では、貸金等については、極度額を定めないものは
無効とされているが、改正によって、貸金等以外の場合でも
極度額を定めない場合に無効となるケースが出てくるという
こと。
　

・公証人による保証意思確認手続きの新設

　個人が事業融資の保証人となろうとする場合について、
当該個人の保証の意思を公証人が確認するというもの→
例外あり



②法定利率

ポイント
・法定利率（契約の当事者間で利率を定めなかった場合に
適用される利率のこと）をそれまでの年５％から年３％へ引
き下げる。
※　商事法定利率

・法定利率は３年ごと見直し。

③時効

ポイント
・消滅時効（債権者が一定期間権利を行使しないことによっ
て債権が消滅する）が原則５年（例外あり）となる。職業別の
短期消滅時効も廃止。
例外→債権者自身が自分が権利を行使することができるこ
とを知らないような債権の場合（例　過払い）については、権
利を行使することができる時から10年で時効となる。



④定型約款

ポイント
・定型約款（定型取引において、不特定多数の顧客を相手方と
して取引を行う事業者等が予め作成する詳細な契約条項のこ
と）については、
①当事者間で定型約款を契約の内容とする旨の合意をしたとき
もしくは、
②定型約款を契約の内容とする旨をあらかじめ顧客に表示して
取引を行ったとき
の場合に定型約款の内容につき合意をしたものとみなされる。
※ 信義則に反して顧客の利益を一方的に害する不当な条項は
合意しなかったものとみなされる。

・定型約款を変更するには、①変更が顧客の一般の利益に適
合する場合②変更が契約の目的に反せず、かつ、変更に係る
諸事情に照らして合理的な場合に限って認めら れる。
また、変更の効力発生時期を定め、変更すること、変更後の
約款の内容、効力発生時期を周知する必要あり。



２　相続法について　

①　配偶者居住権

配偶者が相続開始時に被相続人所有の建物に居住していた場合に、配
偶者は、遺産分割の中で配偶者居住権を取得することで、終身又は一
定期間、その建物に無償で居住することができる。

【改正前】
被相続人Ａ　　　　　　　　　　相続人　子（一人）、配偶者
遺産　預貯金　３０００万円　　相続分２分の１づつ。
　　　不動産　３０００万円
上記事例では、配偶者が家に居住するためには、配偶者が不動産を取得し、
子が預貯金を取得することになるが、配偶者の生活費等が工面できるか心
配。
【改正後】
被相続人Ａ　　　　　　　　　　相続人　子（一人）、配偶者
遺産　預貯金　３０００万円　　相続分２分の１づつ。
　　　不動産　３０００万円
　　（ただし、不動産につき、配偶者居住権１０００万円、負担付所有　　　権
２０００万円と評価）
改正後は、配偶者は配偶者居住権と預貯金２０００万円を取得し、子は預貯
金１０００万円と不動産の負担付所有権２０００万円を取得する。
→配偶者の生活費等の不安が軽減されることになる。



②遺産分割前の預貯金債権の取り扱い

預貯金が遺産分割の対象となる場合に、各相続人は、遺産分割を終える
前であっても、一定の範囲で預貯金の払戻しを受けることができる。

【改正前】
遺産分割前に、各相続人が単独で、預貯金債権の払い戻しはできない。
（平成２８年１２月１９日　最高裁大法廷決定より）

【改正後】
預貯金の払戻し制度を設けることになった。
具体的には、
①預貯金債権の一定割合（金額による上限あり）については、家庭裁
判所の判断を経なくても金融機関の窓口における支払を受けられるよ
うにする。
②預貯金債権に限り、家庭裁判所の仮分割の仮処分の要件を緩和す
る。



③自筆証書遺言の方式緩和

自筆証書遺言において、財産目録については手書きで作成する必要
がなくなる。
※ ただし、財産目録の各頁に署名押印をする必要がある点に注意。

【改正前】
自筆証書遺言を作成する場合には、全文を自書する必要がある。
（財産目録も全文自書）→書き直しが大変。

【改正後】
自書していない財産目録を添付することができる。（ただし、上記の
通り、各頁に署名・押印は必要）



④法務局における自筆証書遺言保管制度の創設

自筆証書遺言を作成した場合に、法務大臣の指定する法務局に遺言
書の保管を申請することができる。

【改正前】
自筆証書遺言を法務局が保管してくれるという制度自体存在しなかった。

【改正後】
上記の通り、法務局で遺言書の保管を申請できる。
遺言者の死亡後に、相続人や受遺者らは、全国にある遺言書保管所にお
いて、遺言書が保管されているかどうかを調べること、遺言書の 写しの交
付を請求することができる。
遺言書を保管している遺言書保管所において遺言書を閲覧することもでき
る。


